
   甲賀市ライフジャケット購入費補助金交付要綱  

 （趣旨）  

第１条 この告示は、甲賀市青少年活動安全誓いの日条例（平成２０年甲賀市条例

第３０号）に基づき、次代を担う青少年の野外活動に関し、水辺における事故か

ら青少年の安全を守り、その健全育成に資するため、予算の範囲内において交付

する甲賀市ライフジャケット購入費補助金（以下「補助金」という。）の交付手続

に関し、甲賀市補助金等交付規則（平成１６年甲賀市規則第３４号）、甲賀市行政

サービス制限条例（平成２２年甲賀市条例第１８号）及び甲賀市行政サービス制

限条例施行規則（平成２２年甲賀市規則第１６号）に定めるもののほか、必要な

事項を定めるものとする。  

 （補助対象者）  

第２条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、次の各号

のいずれも満たす者とする。  

 （１） 住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）の規定により本市の住民基

本台帳に記載されていること。  

 （２） 市税（市民税、固定資産税及び軽自動車税。以下同じ。）の滞納がないこ

と。  

 （補助対象経費）  

第３条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、ライ

フジャケットの購入に係る経費（消費税を除く。）のみとし、修理又は修繕に要す

る経費は除くものとする。  

 （補助金の額）  

第４条 補助金の額は、補助対象経費に２分の１を乗じて得た額（その額に１，０

００円未満の端数があるときは、これを切り捨てて得た額）又は４，０００円の

いずれか低い額とする。  

 （交付申請及び請求）  

第５条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、ライフジ

ャケット購入費補助金交付申請書兼請求書（様式第１号）に次に掲げる書類を添

付して、市長に提出しなければならない。  

 （１） ライフジャケットの購入に係る領収書の写し  



 （２） 市税納付状況等調査同意書（様式第２号）  

２ 前項の申請は、補助対象者１人につき、１回限りとする。  

 （交付決定）  

第６条 市長は、前条第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

補助金の交付の決定をしたときはライフジャケット購入費補助金交付決定兼額の

確定通知書（様式第３号）により、補助金を交付しないことを決定したときはラ

イフジャケット購入費補助金不交付決定通知書（様式第４号）により申請者にそ

の旨を通知するものとする。  

２ 市長は、補助金の交付を決定するに当たり、必要な条件を付することができる。  

 （補助金の交付）  

第７条 市長は、前条第１項の規定により補助金の交付を決定したときは、速やか

に、補助金を交付するものとする。  

 （交付決定の取消し等）  

第８条 市長は、補助金の交付の決定を受けた者（以下「補助決定者」という。）が

次の各号のいずれかに該当する場合は、補助金の交付の決定の全部又は一部を取

り消すことができる。  

 （１） 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。  

 （２） 虚偽その他の不正の行為により補助金の交付を受け、又は受けようとし

たとき。  

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消したときは、速やかに

ライフジャケット購入費補助金交付決定取消通知書（様式第５号）により、補助

決定者に通知するものとする。  

３ 市長は、第１項の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、当

該取消しに係る補助金を既に交付しているときは、補助金を交付した者に対し、

期限を定めてその返還を命ずるものとする。  

 （その他）  

第９条 この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項については、

市長が別に定める。  

   付 則  

 （施行期日）  



１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

（失効）  

２ この告示は、令和１０年３月３１日限り、その効力を失う。  

３ この告示の失効前に補助金の交付決定を受けた者に係る規定については、前項

の規定にかかわらず、同項に規定する日後も、なおその効力を有する。  

 


